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そして 1950 年 6 月 4 日の参院選結果を論評する社説（6月 6日付）に「反自由党的な革
新票が社会党に集中し」との記述がみられる。この時期の前後から「革新」が一般に使われ





































































































































































































（15）1972 年衆院選で共産党は、前回５議席から一気に 40 議席（選挙後加入含む）へと拡大した。公明




















































































後半の 67 年から、55 年体制で最後となった 90 年まで７回の選挙結果を示す。社会党、民
社党、公明党、共産党、加えて自民党の議席数（投開票後の追加公認などの事後変化を含む）




とめた 67 年から 87 年までの県議選、市区町村議選での公認当選者数を比較する。 
 
[表１] 
衆議院選挙 67 年  69   72   76   79   80   83   86   90 
 投票率  74    69    72      73   68   75   68   71   73 
 
社会党議席数 141  90   118   124   107   107   113   86   140 
得票率（％） 28  21・4  21・9 20・7  19・7  19・3  19・9  17・8 24・8 
 
民社党   30   32   20   36   36    33      39   26   14 
      7・4  7・9  7・1  7・0  7・0  6・8  7・4  6・6  4・8 
 
公明党   25   47   29   56   58   34      59    57   46 
      5・4  10・9   8・5  11・1  10・0  9・2   10・3  9・6  8・2 
 
共産党   5    14    40   19   41   29   27    27   16 
 
     4・8  6・8  10・9  10・7  10・7  10・1  9・6  9・0  8・0 
 
自民党  285   303   284   260   258     287  259   304  286 



















た国会議員の多くは自民に復党）、80 年にいったんは回復している。80 年、86 年と自民党
が安定多数を確保して「保守回帰」現象といわれた衆院選は、いずれも参院選との同日「ダ
ブル」選挙であり、かつ投票率が前回比で大きく上昇している。 









県議    67 年   71 年    75 年   79 年    83 年    87 年 
社会党   533    471    422    379     372    443 
      20・9   18・4   16・2   14・3    14・0   16・6 
 
民社党   98    96     103    106     100    104 
      3･8    3･8     3・9    4・0     3･8         3・9 
 
公明党   84    94     167    166     182    186 
      3・3   3・7    6・4    6・3    6・8    7・0 
 
共産党   37    105     95    122     85     118 




自民党   1446   1417    1391   1406    1487    1382 




社会党   2155   2001    2169    2059    1942        1858 
      4・2   5・4    5・7    5・5    5・4    5・4 
 
民社党   390    516    502    570    599     569 
      1・0   1・3    1・3    1・5    1・7    1・7 
 
公明党   1024   1499   2094    2042    2067    2115 
      2・5   3・9   5・6     5・5    5・7    6・1 
 
共産党   891    1429   1726    1922    1930    2047 
      2・2   3・7   4・6    5・2     5・3    5・9 
 
自民党   2606   2544   2035    2128    2412    2222 



















に推移したのか。1965 年から 90 年までを見る。就業者数、労働組合に加入していた組合員
の総数及びその中で主に社会党の支持基盤であった総評、民社党の支持基盤であった同盟
それぞれの加入組合員数、さらに創価学会の加入者（世帯数）と共産党の党員数、さらに世
論調査で示された無党派層の比率について 5 年ごとの数値を比較する。（7） 
 
[表３] 
   65 年    70 年   75 年   80 年   85 年   90 年 
 
就業者数  4730 万人  5094   5223   5536   5807   6249 万人 
 
組合員数  1015 万人  1160   1259   1236   1242   1226 万人 
 
総評    423 万人   426    455   452    434   390（89 年） 
 
同盟    166 万人   205    226   216    216   209（87 年） 
 
創価学会  505 万世帯  755 万  770 万   ――   ――   803 万世帯 
       ※64 年 
共産党員   16 万人   28    36    44    47    46 万人 
       ※64 年 
無党派層   16.7%   ――   30.6   ――    33.1    
                                   
大学進学率  12.8%   17.1   27.2       26.1   24.8    24.6 
（4 年制） 
 



















ら明らかである。大学進学率は 1975 年頃に 3 割近くまで伸び、その後は微減ないし停滞が






















































































































社会党＝当選者 97 名中労組出身者 42 名 「労組出身率」約 43% 
共産党＝    47 名中労組出身者 15 名         約 32% 





 地域別に見る。まず 1970 年代に「社会党王国」と称された（17）北海道は、社会党の当
選者が道議 27 名、札幌市議 11 名であり、共産党の各 2 名、4 名、民社党の同 1 名、0 名と
大差がある。このうち社会党の労組出身者は道議 17 名、札幌市議 9 名であるから、議員の
供給源として労組が圧倒的な存在だったことが分かる。なかんずく「地区労」「教組」「自治





次ぐ第２位の当選者数であった。特に京都市議では 19 名に達し、社会党の 8 名、民社党の
7 名に大きく水をあけている。京都は伝統的に民主商工会（民商）活動が盛んで、それが共









 愛知県および名古屋市は民社党が比較的強かった。県議 11 名、名古屋市議 14 名で、社
会党の各 16 名、17 名に迫っている。共産党は各 0 名、5 名と弱い地域である。この地に限





































































とが多くなっていた。1978 年 6 月の朝日新聞世論調査では、「中道」と自称するようになっ
た中間政党の中で〈どちらかといえば保守的だと思う政党は〉という質問への答えは、新自


































































































































































































（1）『日本労働年鑑 第 51 集 1981 年版』（法政大学大原社会問題研究所、1980）巻頭 5 頁目データ「ス
トライキの推移」によると、1974 年の 9581 件、参加者約 533 万人をピークに、その後は減少の一途をた
どり 5 年後の 79 年には 3492 件、参加者約 148 万人と、三分の一前後まで落ちこんだ。同年鑑の出典は労
働省（当時）の労働争議統計調査年報告。 








（5）1967 年の衆院選では、立候補者数は社会 209、公明 32、民社 60、共産 123。79 年衆院選になると
社会 157、公明 65、民社 54、共産 131（無所属で当選後に加入した候補も含む、石川前掲書より）。この
12 年間で定数は 25 増えているが、社会党、民社党は候補を絞り、公明党はやや増加させているのは、党
勢の反映といえる。共産党は基本的に当選可能性を度外視して候補を立てていたことがわかる。 




（ダイヤモンド社、2017）69 頁および 148 頁、ただし当事者の公称を基にした参考数値である。 
無党派層は海野道郎『日本の階層システム 2 公平感と政治意識』（東京大学出版会、2000）221 頁、SSM
調査を基にした表から引用。大学進学率は文部科学省ホームページ（文部統計要覧、学校基本調査）から
引用。 
（8）総務省の労働力調査によると、雇用者のうち常雇以外（臨時雇、日雇）の人数は 1970 年が 283 万人、
80 年が 386 万人、90 年が 519 万人。 
（9）海野前掲書、SSM 調査をまとめた 221 頁表によると、「支持政党なし」無党派層は 95 年に 52・3%
に達している。 
（10）村松岐夫、伊藤光利、辻中豊『戦後日本の圧力団体』（1986、東洋経済新報社）36 頁表および 38 頁。 























（16）北海道新聞、京都新聞、中日新聞は 1975 年 4 月 14 日付夕刊（道府県議員、政令指定市議員選挙は
投開票 4 月 13 日）で、山梨日日新聞は 4 月 14 日付朝刊（県議）および 29 日付朝刊（甲府市議）を調査
した。この記事中の略歴は基本的に自己申告だが、虚偽の申告は公職選挙法違反にあたり、新聞社側も一
定の調査をする（必須ではない）ことから、真実性は担保されていると考えた。 
（17）この時期、北海道に限れば社会党は自民党と拮抗する勢力だった。1972 年 12 月の衆院選では北海
道の当選者が社会党 9 人、自民党 11 人、1976 年 12 月の衆院選では社会党と自民党がともに 10 人当選で
並んでいる。 











（23）『読売新聞』1977 年 7 月 19 日朝刊「社会党への恋文」。 




35 頁―36 頁 
（26）的場敏博『戦後の政党システム 持続と変化』（有斐閣、1990）57頁―61頁。 




妥協の道 西ヨーロッパ」『世界の共産党』（日本評論社、1976）所収、10 頁など。 
（30）Kono､Masaru 1997“Electoral Origins Japanese Socialists`Stagnation”Political Studies30：
55－77、73ｐ 
（31）新川敏光『幻視のなかの社会民主主義』（法律文化社、2007）70 頁―72 頁。 
（32）河合前掲書、10 頁。 
（33）河合前掲書、21 頁～31 頁。 
（34）仲井斌『西ドイツの社会民主主義』（岩波新書、1979）43 頁―48 頁。 
（35）自民党の右翼団体とのかかわりに関しては朝日新聞社編『自民党 保守権力の構造』（1970、朝日新
聞社）242 頁―244 頁などに詳しい。 























第二章 江田三郎と構造改革論――社会党の長期低落 1960～1969 
 
 
 本章では「六〇年安保」後から高度経済成長時代の 1960 年代末にかけての革新勢力の中
で主に社会党を分析対象とする。また、この間の中心的な政治指導者であった江田三郎につ
いて考察を加える。社会党は 59 年～60 年に民社党の分裂および安保闘争、党首浅沼稲次郎
へのテロに直面し、さらに 60 年代前半には「構造改革論」および「江田ビジョン」をめぐ
る党内論争を経て、徐々に党勢を低下させてゆく。その間、公明党が本格的に国政へ進出し、
長らく低迷していた共産党も 60 年代後半には勢力を伸ばしてきた。 







































































































































































































「スター誕生」である。当時 51 歳、参議院議員（岡山選挙区）の２期目だった。 












以降は主に鈴木→佐々木派との間で、泥沼のような党内抗争が 10 年近く続くことになる。 
 
この間、66 年 1 月、66 年 12 月、70 年 11 月の三度にわたって委員長に立候補していず
れも敗れている。67 年から 70 年までの約 3 年間は、党内調整によって副委員長および書





















































































































































































































62 年 12 月社会党大会では「江田ビジョン」に対する批判決議が僅差で通り、江田は自分
への不信任とみなして書記長を辞任する。その後、「反構造改革」の左派連合は最終的に、

















加えてこの直後、65 年 7 月の参院選で社会党が伸び（自民党 4 議席減の 71、社会党 8 議





























































































を、1959 年と 74 年で比較した数字である。（64） 
 
1959 年 知事（保守 29 中間 13 革新 4） 市長（保守 75 中間 7 革新 30） 
1974 年 知事（保守 37 中間 3  革新 7） 市長（保守 106 中間 10 革新 47） 
 









 社（のみ）１勝４敗   社・共  １勝５敗   社・共・公・民 ５勝５敗 











左派連合＝社・共支持（社のみ、共のみを含む）   11．7%  
 中道革新＝社・公・民支持の組み合わせ        9．9％ 





















① 大都市型＝第一次産業の就業人口 10%以下（32 選挙区） 
② 都市型 ＝同じく 10～20％（18） 
③ 半農村部＝同じく 20～40％（53） 
④ 農村型＝同じく 40％以上（20） 
に４分類してそれぞれの 1969 年衆院選の得票率を調べたところ、大都市型の選挙区は 
































































































党大会年月  回数  委員長・書記長選挙          選挙で争われた役員数 
 
1962 年 1月   21  書記長：江田 323―260 佐々木                 10 
    11 月  22   書記長：成田 323―230 山本幸                 16 
1964 年 2 月   23  なし（佐々木派など反構想改革派が選挙ボイコット）       0 
1964 年 12 月   24  なし（河上委員長、成田書記長が無競争、反構革派が全勝）   8 
1965 年 5 月   25  なし（委員長に佐々木が無競争で）              0 
1965 年 8 月   26  なし（役員選挙は行われず、選挙対策、運動方針のみ）     0 
1966 年 1 月   27  委員長：佐々木 295―江田 276                5 
書記長：成田 321―勝間田 246 
1966 年 12 月  28   委員長：佐々木 313―江田 274（他の役員選も佐々木派全勝）  13 
1967 年 8 月  29  なし（佐々木・成田辞任を受けて勝間田委員長の挙党体制）   0 
1968 年 1 月  30  なし（28 回から役員任期２年になりこの年は役員選挙なし）  0 
1968 年 9・10 月 31  書記長：江田 319―199 八百板、成田委員長は無競争で     4 
               人事調整で混乱、休会―再開大会で江田書記長に佐々木派などが反対 
 
 










66 年 12 月の 28 回大会から役員任期は２年に延長され、佐々木が再び江田を退けた。し
かし翌 67 年 7 月、健康保険法改正問題への対応をめぐり、佐々木―成田がそろって辞任。
臨時 29 回大会では話合い調整によって選挙を行わず、勝間田清一委員長・山本幸一書記長






 この間、社会党の選挙成績は、停滞から低落へと明確に変化していた。67 年 1 月の衆院
選挙は大都市の人口増に伴って定数が 19 増（467 議席→486）となったが、社会党は１増
にとどまり、執行部は敗北宣言を出す。自民党も 3 増と停滞気味で、衆院に初進出した公明
党がいきなり 25 議席を獲得して注目を受けた。さらに 68 年 7 月の参院選で社会党は 8 議
席の大幅減となり、勝間田委員長が引責辞任する。 
 産業構造の変化と都市化によって、野党の多党化が進行していたまさにその時期に、社会
党の派閥争いは過熱していた。「再建大会」と銘打たれた 68 年 9 月―10 月の人事混乱を経
て発足した成田―江田執行部は 69 年、7 月東京都議選での大敗（前回 45 議席→24 議席）、







任期１年という社会党と同じ方式をとっていた。書記長選挙が 62 年、委員長選挙が 70 年、
71 年に行われており、中央執行委員も調整がつかない場合は選挙に持ち込まれたという。


















長になった 77 年 12 月の続開党大会で委員長指名の無任所中央執行委員が設けられ、のち












難であった。すでに述べたように、佐々木が江田を僅差で下した 66 年の 27 回党大会では、






























































（5）五十嵐仁『政党政治と労働組合運動』（御茶の水書房、1998）198 頁―203 頁。 
（6）谷聖美、2002「日本社会党の盛衰をめぐる若干の考察――選挙戦術と政権・政策戦略――」『選挙研
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第三章 高度成長と多党化の時代――公明党の登場 1969～72 
 
 









































1955年 4月  統一地方選で創価学会系の候補者が 53人当選   会員数 31万世帯 
 1956 年 7 月  参議院選挙で創価学会から 6 人立候補、3 人当選 
 1958 年 4 月  戸田城聖・第二代会長死去 享年 58 歳         105 万世帯 
 1959 年 6 月  参院選 6 人立候補、全員当選 
 1960 年 3 月  池田大作、第三代会長に就任、当時 32 歳        174 万世帯 
 1961 年 11 月  公明政治連盟結成 
   1962 年 7 月  参院選 9 人当選、計 15 議席              310 万世帯 
 1964 年 5 月   創価学会、政党化と衆院進出決定、11 月公明党結成大会  524 万世帯 
 1965 年 7 月  参院選で公明党 11 人当選 20 議席、東京都議選で 23 人当選 
 1967 年 1 月  初の衆院選で 25 人当選、竹入委員長・矢野書記長体制に 625 万世帯 
 1969 年 12 月  衆院選で 47 人当選、自民、社会に次ぐ第 3 党に     742 万世帯 
  1970 年 1 月  藤原弘達『創価学会を斬る』などをめぐる言論出版妨害問題表面化 
   2―3 月   国会審議で共産党、民社党、社会党が言論問題を追及 
     5 月    池田会長、言論問題で「猛省」の意、政教分離を宣言 
     6 月  公明党大会で政教分離を決定、党綱領を全面改訂 
 1971 年 1 月   竹入、革新再編成協議会をつくり野党再編を進めるべきと発言。 
     6 月   参院選で社会・民社との選挙共闘を実施、公明党は 10 人当選。 




 とりわけ 1960 年代は、創価学会の会員数が急増するのと比例して国会議員数も増えてい



























やや後の統計になるが、『朝日新聞』の 1970 年 6 月の世論調査によると、「きらいな政党」





















 一方、組織労働者の中にも学会員は存在した。学会が拡大を本格化させた 1950 年代から
60 年代にかけて、労組内での折伏、選挙活動で労組方針に従わないなどの理由から、労組





















しのぐと言われた。（19）69 年 12 月の衆院選挙では公認候補者 76 人中 47 人当選で、社会
党（183 人中 90 人）や民社党（68 人中 31 人）に比べてかなり高い「勝率」を示した。そ
の後、言論出版妨害問題を経て「勝てる候補に絞りこむ」傾向は強まり、83 年の衆院選に


























ていた。67 年 1 月衆院議員選挙のさなかに、自民党の福田赳夫幹事長が、日米安保に関し
て公明党を〝友党〟と言及したことがあった。これに対し公明党の北條浩書記長は「迷惑き
わまりない」と反応し、革新色を強調している。（25） 






































こうした動きは 12 月 27 日に行われた選挙結果にはさして影響せず、公明党は 25 議席か
ら 47 議席という躍進ぶりの一方、共産党も 5 議席から 14 議席に大きく伸ばしてきた。社
会党は 140 議席から 90 議席という「歴史的惨敗」となって、民社党は 30 議席から 31 議
席でほぼ現状を維持したものの、公明党に野党第二党の座を明け渡した。 
 






























































































 公明党と民社党の合併構想が浮上・進行したのは 1970 年から翌 71 年にかけてであった













































































自民 135 議席、野党 125 議席とかなり接近して「与野党伯仲」に近い状態となり、自民党・
佐藤栄作の長期政権は末期的な状況を呈し始めた。 





自民党政権が田中角栄内閣に交代した翌 72 年の 12 月に行われた衆院選で、「社公民」は
不発に終わる。社会党が 118 議席と復調ぶりを示したものの、公明党は 25 議席、民社党は
19 議席と大幅減、対照的に共産党が 38 議席と躍進して注目を受けた。これにより「社公
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（3）『Journalism（ジャーナリズム）』（朝日新聞社）2015 年 11 月号、94 頁。 
（4）前掲 1999 堀、258 頁―275 頁を主に参考に作成した。 
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35 頁―36 頁。この数字の高さは、言論出版妨害問題がいくぶん影響しているかもしれない。 
（10）前掲『朝日』解説記事による。 
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1961 年 7 月  第８回党大会 「反帝反独占の民主主義革命」をうたう新綱領を採択    
         構造改革派を退け宮本顕治書記長の指導体制が確立した。 
1962 年 8 月  原水禁世界大会、共産党と社会党・総評との対立が深まる。のち社会党
系は原水協に分裂。部分的核実験停止条約めぐりソ連との関係も悪化。 
  1963 年 11 月 衆院選挙、公認候補は５人当選。 
1964 年 4 月  春闘で総評・中立労連などの共闘会議が予定したストライキに反対す
る声明を出し混乱、のちに自己批判する。 
    5 月  衆院で党方針に反した志賀義雄ら「ソ連派」国会議員を除名。 
    10 月   作家の野間宏、佐多稲子、画家の丸木位里・俊子ら著名な文化人党員
を分派活動により除名。 
    11 月  第９回党大会、党員数「十数万人」と発表。 
1966 年 3 月  中国共産党（毛沢東）と宮本ら党代表団の会談で対立生じる。 
    10 月 第１０回党大会。党員数「３０万人近く」。 
1967 年 1 月  衆院選挙、公認候補 5 人当選 
    4 月 統一地方選で美濃部亮吉が東京都知事に当選。 
1969 年 7 月  東京都議選で 9 議席から 18 議席に倍増。 
   12 月   衆院選挙で 14 人当選。 
1970 年 7 月  第１１回党大会、ソ連・中国を批判。党員「３０万人」。 
        野坂参三議長、宮本委員長の体制に。書記局長に不破哲三を抜擢。 
1971 年 1 月  宮本委員長が革新三目標を提起、統一戦線呼びかけ。 
1972 年 7 月  設立５０周年、党員数「約３０万人」、『赤旗』読者、日刊紙 55 万人、
日曜版 195 万人と発表。 
    12 月 衆院選挙、38 人当選（革新共同、沖縄人民党含め 40 議席）の躍進。 














































 革新勢力内で共産党の評価を下げる大きな失策が、60 年代前半に二つあった。62 年 8 月
75 
 







 また 1964 年 4 月初め、総評・公労協が主導する春闘は賃上げの不足などを訴えて 17 日
















































72 年から 73 年にかけて、共産党の伸張の一方で自民党の退潮傾向は明瞭となり、保守・
反共勢力は危機感を募らせた。「革新連合政権」への期待と共産党への警戒感をはらみなが

























認などを含めても前回比 16 減の 284 議席という芳しくない選挙結果に終わった。田中内閣
は翌 73 年の通常国会で小選挙区・比例代表併用制の導入を意図したものの、結束した野党
の反発を受けて法案提出を断念している。 















































 この政権構想の競合は、公明党と共産党の論争に発展した。73 年 12 月、共産党は公明党
への公開質問状を発表、公明党幹部が憲法問題を理由に共産党との政権共闘を拒否する発
言を行っていたので、論争点を明らかにするため（27）の対抗措置だったという。これに対





































 社・共両党は、74 年 3 月の書記長会談でこの対立をひとまず終えようとするが、直後に
問題となったのが 74 年 4 月の京都府知事選である。 
 七選目を目指す蜷川知事の与党であった社会・共産両党だが、地元の社会党側から多選批























































 創価学会と共産党の「協定」は、1974 年の 12 月 28 日に結ばれていたものの、半年以上




池田が宮本顕治と 12 月 29 日に直接会って協定を確認している（38）ことからも、公明党は
学会の方針に従うのが当然と見なされていた。最初の報道では、この合意が「革新戦線の統
一」につながる可能性が指摘された。（39） 












しかし実際には、75 年 7 月 27 日に両者が協定を公表した後も、政治的に公明党と共産
党が共闘関係を結ぶことはなく、創価学会と共産党の関係も進展しなかった。協定後 5 年
































































































































（1）1955 年 7 月 27 日―29 日の共産党第六回全国協議会（六全協）。武装闘争路線を放棄した画期とされ
る。 
（2）1972 年、76 年、79 年の衆院選挙で共産党の得票率（公認候補）はいずれも 10%強とほぼ同水準で
あるが、当選者は 38 人、17 人、39 人と乱高下気味である。 
（3）『読売新聞』1966 年 8 月 9 日朝刊。 
（4）共産党中央委員会『日本共産党の七十年 党史年表』（新日本出版社、1994）を主に参考にして作成
した。 
（5）50 年の 6 月参院選挙前の議席は衆院 35、参院 5 であった。 
（6）飯塚繁太郎・外山四郎『公明党対共産党』（一光社、1974）42 頁。 
（7）たとえば 76 年衆院選では得票率 10.38％で躍進した前回（10.49）並みだったものの、当選者数（公
認）は 38 から 17 へ急降下した。次の 79 年衆院選も 10.42%とほぼ横ばいだったが、当選者数は 39 人と
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 第二節 労働運動の分水嶺となった 1975年スト権ストと官公労の弱体化 
 
「ストライキをしない組合」への分岐点となった 1975年 
















（28）原則的に 5 年ごとの記載としたが、いずれの項目もピークだった 74 年のみ例外的に
記載した。 
        争議件数     参加人数   賃上げ率 
 1960 年    1707 件    約 233 万人    8.7% 
 1965 年    2359       248 万人    10.6% 
 1970 年    3783             236 万人    18.5% 
※1974 年    9581       533 万人    32.9% 
 1975 年    7574       461 万人    13.1% 
 1980 年    3737       177 万人     6.74% 
 1985 年    4230             136 万人     5.03% 
 1990 年    1698              70 万人     5.94% 
 1995 年    685               22 万人     2.83% 
 2000 年    305                8 万 5 千人   2.06% 
 
 ストをはじめとする争議件数と参加人数と賃上げ率は、ほぼ正比例の状態にあることが
分かる。激しいインフレで「狂乱物価」と呼ばれた 1973 年を受けた 74 年の春闘がピーク











































そうした中で、財政の悪化に悩む国鉄は 69 年から 71 年にかけて全職場で「生産性向上
運動」（いわゆるマル生運動）を実施、経営再建に向けた大規模な合理化に向けて国労・動
労に協力を迫り、組合活動に介入する姿勢を見せた。これを労組側は「不当労働行為」とと
らえて全面的な対決姿勢をとり、2 年にわたる激しい労使対立の末に 71 年の札幌地裁仮処
分命令、公労委の救済命令などを経て、国鉄当局はマル生運動を中止するに至る。報道も国
鉄当局を批判する論調が強かった。この「マル生闘争勝利」で国労・動労が組織力を回復し













































 翌 76 年、国鉄当局はスト権ストに関して５千人を超える人事処分を発表し、国労・動労
に対して 202 億円の損害賠償請求を提訴する。組合に対して融和的な態度の幹部は一掃さ





















 第三節 民社党――社会党から分裂した社民主義政党が、反共の新自由主義政党へ 
 
「反共政党」として自民と同調 


















な反応が出る（50）などするうちに徐々に沈静化し、政界の関心は 76 年 2 月に発覚したロ
ッキード事件に移っていった。 






 社会党から西尾末広ら右派の一部が分裂して 60 年 1 月に結成された民社党は、当初 40
人の衆院議員を擁して 55 年体制下における新党ブームの先駆け的な存在だった。委員長の
西尾は「政権を取らぬ政党はネズミを取らぬ猫と同じ」「5 年以内の政権をめざす」と意気






ト宣言（52 年 1 月）「民主的社会主義の任務と目的」に拠って「民主社会党」を党名とした
（70 年に「民社党」に党名変更）。左派主導でマルクス＝レーニン主義色の濃い社会党に比
べれば現実的な「国民政党」を目指す民社党の誕生を歓迎するムードは、マスコミ・財界・














 高度成長期の同盟は組合員数の伸びで総評を上回り、1975 年には総評 455 万人に対して
同盟 226 万人とほぼ半分にまで達していた。にもかかわらず、国会の議席数で見る限り、
民社党は社会党の 2～3 割前後を推移したままだった。73 年衆院選では社会党の当選者 118



















 第三章で見たように 70 年には二代目委員長の西村栄一が公明党との合併、社会党への復
党を探った時期があったほどで、社会党と比べて支持基盤の細い民社党が政党として存続
するためにはあらゆる手段を講ずる必要があった。それを象徴するのが、西尾、西村に続く




























 民社党は結党初期から財界の援助も受けており（63）、1980 年代までには自民党の 10 分
























 75 年 11 月、民社党は有識者を招いた安全保障問題に関するシンポジウムを開いて、その
報告を基に日米安保条約を肯定的に評価する方針に切り替えた。（71）これは三木政権が「防
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第六章 「革新」と「中道」の分裂 1976～80 
 
 
 本章は高度成長後の 1970 年代後半、野党・革新勢力から「中道」政党が分裂・離脱して
ゆく時期を対象とする。保守・自民党の不安定化は、かえって野党間の対立を一層際立たせ
る結果となった。前章第三節で見たように、1976 年 1 月末の民社党による共産党攻撃によ
って両党の対立が決定的になった直後の 2 月 4 日、アメリカ議会上院外交委員会の多国籍
企業小委員会で、ロッキード社が日本への航空機売り込みのために右翼の児玉誉士夫に約
20 億円、丸紅に約 10 億円を渡したとする証言が飛び出した。「ロッキード事件」の始まり
である。東京地検特捜部による捜査の進展とともに政局は流動化してゆく。 
6 月 25 日には河野洋平ら 6 人の自民党国会議員が離党届を提出、新自由クラブの結成に
向かう。7 月 27 日には田中前首相が外国為替法違反などの容疑で逮捕される事態となって、



















て考察する。第三節では、79 年から 80 年にかけて公明党のイニシアチブで公明―民社、社









1976 年 12 月 24 日、臨時国会の衆院本会議、首班指名選挙で、三木武夫の辞任を受けて
自民党新総裁に就いていた福田赳夫が首相に選ばれた。その票数は 256 票と、過半数を１
票上回るだけの際どい選出であったが、どこめきの起こる議場に、江田三郎の姿はなかった。
12 月 5 日に行われた衆院選挙で落選していたのである。 
この選挙では、社会党と公明党が 8 選挙区で選挙協力を行い、うち７選挙区で社会党候


























3 月 26 日に離党届を出した江田はその足で記者会見に臨み、「社会市民連合」の設立と、







江田の離党から 5 月 22 日の病死まで、2 か月足らずだった。その間に、市民運動家から

























































































































政大学教授の福田豊で 84 年 5 月に離脱が表面化、（27）続いて 85 年に向坂が死去、ソ連は
じめ社会主義国の政権崩壊とともに、協会の影響力は著しく低下した。協会は、社民党への




























































































立したい考えだった。公明党は当然、共産党との相乗りに否定的である。（38）78 年 7 月の
総評大会で太田の推薦が決まり、都留にも固辞された社会党は、総評の強い要求もあって最















































 自民党では 1978 年 11 月に総裁予備選挙が行われ、現職の福田優勢という大方の予想を
覆して田中派の支援を受けた大平正芳が圧勝した。福田は国会議員による本選挙を待たず
に辞意表明、大平政権の誕生となった。79年 9月、「与野党伯仲」の解消を狙って大平は衆







































































































































の連立に傾いてゆく。次章で述べる 84 年の「二階堂擁立劇」はその表れである。 
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第七章 戦後革新勢力の崩壊と 1955年体制の終わり    1981～94 
 
 








































欲を隠さないようになる。1979 年末から 80 年初めにかけての公明党―民社党間、公明党
―社会党間の「ブリッジ連合政権合意」が 80 年衆参同日での社会党―民社党の対立によっ
て破たんした後、公明党は前章でふれたように自衛隊、日米安保の容認を明確化する新たな






































82 年 11 月から政権を担当したが、83 年 10 月に有罪判決を受けた田中に対する野党の批
判・攻勢は強まり、〝禊（みそぎ）〟を急ぐ田中自身も衆議院解散を強く求め、中曽根が応
じた。83 年 12 月衆院選の結果は、自民党が 76 年、79 年に続く三度目の過半数割れとな
り、追加公認と新自由クラブとの連立によって辛うじて政権を維持する事態となった。 
 































一方、社会党は 83 年 9 月、飛鳥田一雄に代わって石橋政嗣が「挙党体制」による無投票






















この「新宣言」は 85 年 12 月の党大会で提案され、一線の活動家が多い社会主義協会な



















































 85 年 2 月に最高実力者の田中角栄が病に倒れ、政局運営でフリーハンドを握った中曽根
首相は 86 年 6 月、参議院選挙に合わせて衆議院を解散、7 月に衆参同時選挙が行われた。
狙いは当たって 80 年同時選挙の再現となり、自民党が衆院 300 議席超の大勝を果たす。社
会党は衆院 86 議席と結党以来最低に落ち込み、石橋委員長は引責辞任する。後任には日本
の主要政党で初の女性党首となる土井たか子が選ばれた。 




年参院選と 90 年衆院選で相次いで社会党を「独り勝ち」させるのである。 
特に竹下の辞任後に宇野宗佑が首相に就任してまもなく行われた 89 年 7 月の参院選で、
社会党は比例区で 1969 万票を獲得し、自民党の 1534 万票を大きく上回る空前の圧勝ぶり
だった。この結果を受けて土井が発した「山が動いた」という有名なコメントは、無党派層
の動向が選挙結果を大きく左右する時代が到来したことを意味していた。83 年から 93 年































てゆく。70 年代半ばから 90 年まで 6 割前後を占めていた労組出身議員は、90 年衆院選を










































まま短期間で頓挫し、1955 年体制もまた 1993 年まで継続することになる。 
 
冷戦の終結と、「米ソ代理戦争」資金援助の実態が明らかに 
89 年 12 月のマルタ会談での米ソ冷戦終結宣言によって盟主・ソ連の統制が解けたこと






























 岩井奉信とマイク・モチヅキが行った 1965 年から 81 年までの内閣提出法案に対する野
党各党の賛成率に関する調査は、以下の結果となった。（36） 
 
    与野党対立期（1965～74） 与野党伯仲期（1975～80） 保守回帰期（1980～） 
民社党     83.8%          89.0%         80.8％ 
公明党     76.0%          82.2%         79.8％ 
社会党     68.1%          75.6%         62.6％ 
共産党     32.0%          59.2%         50.5％ 
 
 また、福元健太郎による 1993 年（第 126 通常国会）までの野党各党の法案反対率調査に
よると、次の結果が算出された。（37） 




が分かる。社会党の賛成率もおおむね 4 分の 3 に達している。 


































































化が相次いで行われた 1973 年は、一般に「福祉元年」と表現されている。 
71 年の参院選で自民党が敗れたことで田中内閣は老人医療費支給に前向きになり、さら





















12 月 8 日に衆院進出後まもない公明党の竹入義勝が「非核三原則」の言葉を初めて使った
とみられる。この際に前向きな姿勢を示した佐藤栄作首相は、さらに 12 月 11 日の社会党・
成田知巳の質問に答えて「核の三原則」として「核を製造せず、核を持たない、核の持ち込
みを許さない」と明確に表明し（49）、翌 68 年 1 月 30 日の本会議で首相として「非核三原
則」という用語を初めて用いるという経緯をたどった。 
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